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第１章 計画の趣旨と方向性 

１. 計画の趣旨 

（１） 計画の位置付け 

本計画の根幹となる都市計画マスタープランは、住民に最も近い立場である市が、都市計

画法第 18条の 2に基づき、市の都市計画の基本的な方針を示すものです。 

この都市計画マスタープランに沿って、土地利用の規制や誘導、道路、公園、下水道など

の都市施設の整備に関する具体的な施策や事業を進めます。 

都市計画マスタープランの改定にあたっては、上位計画である大阪府が策定した「東部大

阪都市計画区域マスタープラン」や本市が策定した「枚方市総合計画」に即すとともに、分

野別に策定した他の計画との整合を図りながら、市民などの意見を反映させることにより、

周辺自治体との調和を図りつつ、地域性を反映した都市計画とします。 

また、本計画は立地適正化計画を合わせた計画としています。 

立地適正化計画とは、都市再生特別措置法第 81条に基づき作成される、「コンパクト・プ

ラス・ネットワーク」の都市構造の構築に向けた、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正

化に関する基本的な方針や、居住の誘導及び都市機能の誘導に関する事項について位置付け

を行う計画で、都市計画マスタープランの一部とみなされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画の位置付け 

  

枚方市の分野別行政計画 
●枚方市総合交通計画 

●枚方市公共施設マネジメント推進計画 

●枚方市地域防災計画 

●枚方市都市景観基本計画 

●枚方市みどりの基本計画 

●第３次枚方市環境基本計画 

●枚方市バリアフリー基本構想 

●ひらかた高齢者保健福祉計画 21（第 9 期） 

●枚方市子ども・若者総合計画 

・・・関連する計画など 

枚方市都市計画マスタープラン 
（都市計画法第 18 条の 2） 

都市計画（市決定） 
●用途地域、高度地区などの地域地区 
●道路、公園、下水道などの都市施設 
●土地区画整理事業などの市街地開発
事業 

●地区計画  など 

都市計画（府決定） 
●区域区分 
●府道、一定規模以上の都市施設 
●一定規模以上の市街地開発事業  など 

即する 

整
合 

整
合 

基づく 

基づく 

枚方市総合計画 
東部大阪都市計画区域マスタープラン 

（大阪府が策定） 

立地適正化計画 

（都市再生特別措置法第 81 条） 
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（２） 計画の構成 

本計画は、都市計画マスタープランと立地適正化計画が一体となっており、構成は以下の

とおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画の構成 

 

  

第 1章 計画の主旨と方向性 

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の位置付けや計画期間など、基本

的な情報を示しています。 

都 立 

第２章 全体構想 

市全体に関する都市づくりの基本目標や方針を示しています。 

第３章 地域別構想 

市内７地域ごとの都市づくりの目標や方針を示しています。 

第４章 居住及び都市機能 

居住や都市機能を誘導する区域と施設を定め、実現に向けた誘導施策を示して

います。 

第６章 都市づくりの実現に向けて 

都市づくりの実現に向けた施策や目標値等の基本的な考え方を示しています。 

付属資料編 

策定に併せて行った現況調査や課題、アンケート調査の結果などを示していま

す。 

第５章 防災指針 

誘導区域内の災害リスクを低減する防災指針を示しています。 

都 

都 

立 

立 

都 立 

都 立 

都 立 ：都市計画マスタープラン ：立地適正化計画 
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２. 計画の方向性 

（１） 都市計画マスタープランの改定の背景 

平成 29（2017）年に改定した「枚方市都市計画マスタープラン」と、同年に策定し令和

４（2022）年に一部変更を行った「枚方市立地適正化計画」はともに計画期間が満了となる

令和８（2026）年度を迎えました。その間に改定された「東部大阪都市計画区域マスタープ

ラン」に即すとともに、近年の社会情勢や本市の現況の変化を踏まえたものとするため、都

市計画マスタープラン及び立地適正化計画を改定します。 

また、今回の改定では「枚方市都市計画マスタープラン」と「枚方市立地適正化計画」を統

合し、２つの都市計画分野の計画の関連性をわかりやすくした実効性の高い計画とします。 

 

（２） 対象区域 

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画は、都市計画区域を対象に作成するもので、

本市は全域が東部大阪都市計画区域として指定されていることから、本計画は市全域を対象

区域とします。 

 

 

図 計画の対象区域  

対象区域：枚方市全域 
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（３） 計画期間 

本計画は、概ね 20年から 30年後の将来都市像を展望し、都市づくりの基本方針や将来の

都市構造を示し、概ね 10年後に実現化を図っていくべき施策等を定めていくため、計画期

間を令和９（2027）年度から令和 18（2036）年度までの 10年間とします。 

なお、計画期間内におきましても、社会情勢の変化や都市の課題などに対応していくた

め、必要に応じて見直しを行います。 

 

（４） 将来の人口 

本市の将来の人口：約 36万人（令和 18（2036）年度）※ 

 

※将来の人口の設定について 

国立社会保障・人口問題研究所が行った「日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）

年推計）」の令和 17年の推計値を採用しました。 
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第２章 全体構想 

１. 都市づくりの基本目標 

（１） 将来都市像 

枚方市都市計画マスタープランでは、本市が進める SDGs の達成に向けた取組や、国が掲げ

る地方創生 2.0 の理念を踏まえたうえで、枚方市総合計画で示すめざすまちの姿を都市計画

の部門から実現化していくため、将来都市像を次のように設定します。 

 

将来都市像 

 

 

  

都市と自然が心地よくつながり、快適で安心して暮らせるまち 
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（２） 都市づくりの基本方針 

基本方針１：便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある都市づくり 

将来にわたり市民が快適に暮らすことができ、地域経済が持続的に発展する都市の実現を

めざし、利便性と活力が両立した都市づくりを進めます。 

駅などの交通結節点※1の周辺に位置し、都市構造の核となる都市拠点では医療、福祉、商業

などの都市機能の誘導を進めるとともに、公共交通利便性の高い地域への居住の誘導を促進

し、日常生活の利便性が高く、効率的でコンパクトな多極型の都市構造の構築を図ります。 

加えて、多様な人が集い、交流する都市拠点周辺などでは居心地がよく歩きたくなる空間

形成や公共空間の活用を進め、まちのにぎわいの創出を図ります。 

また、既存産業の操業環境を保全するとともに、交通利便性の高い地域では商業、工業及

び流通業務などの産業用地の創出に取り組み、地域経済を支える基盤の強化を図ります。 

市街化調整区域においては、地域の実情や特性に配慮しながら、集落の維持とコミュニテ

ィの継続を支援します。 

 

 

基本方針２：移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

市民の円滑な移動を確保し、都市機能の効果的な連携と持続的な都市活動を支えるため、

拠点間や生活圏域の移動を担う道路ネットワークや公共交通ネットワークが充実した都市づ

くりを進めます。 

公共交通については、市域内外の移動を担う鉄道とバス路線が相互に連携した公共交通ネ

ットワークの維持と機能強化を図るとともに、公共交通不便地域などにおいては、地域の実

情に応じた交通手段の導入などにより、公共交通機能の補完に取り組みます。また、新たな

技術を用いた交通について、導入の可能性を検討します。 

道路交通については、市域外への移動や市域内の拠点間移動、災害時の緊急輸送などを担

う道路ネットワークの維持と向上を図り、人や物の円滑な移動を確保するとともに、道路の

整備や拡幅により機能強化を進め、安全性と利便性の向上を図ります。 

 さらに、自転車通行空間整備など、自転車の利用促進や歩行者と自転車の双方が安全で快

適な環境形成に取り組みます。 

 

  

 
※1

 交通結節点 
異なる交通手段（場合によっては同じ交通手段）を相互に連絡する乗り換え・乗り継ぎ施設のことをいい、鉄道駅、バ

スターミナル、自由通路や階段、駅前広場やバス交通広場、歩道などが挙げられます。 
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基本方針３：平時も災害時も安全安心な都市づくり 

市民が不安なく日常生活を送ることができ、災害時でも生命や暮らしが確保される都市の

実現に向け、都市基盤※1の計画的な整備と防災・減災対策を一体的に取り組み、安全安心な都

市づくりを進めます。 

日常生活を支える上下水道やごみ焼却・処理施設などの公共施設については、老朽化対策

を含めた適切な維持管理を行うとともに、既存ストック※2の有効活用などの施設総量の最適

化により持続可能な運用を図ります。 

また、歩道の整備や拡幅を進めるとともに、公共施設や街路などにおけるバリアフリー※3

化を推進し、高齢者や障がい者など、だれもが安全で快適に移動できる環境の充実を図りま

す。 

災害対策としては、大規模な地震や風水害に備え、建築物の耐震化や浸水対策など、ハー

ドとソフトの両面から防災・減災対策を着実に進めます。 

また、空き家や空き地については、適切な管理や利活用を促進し、防災面や防犯面でのリ

スク低減を図ります。 

 

 

基本方針４：歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

地域に受け継がれてきた歴史や文化、豊かな自然環境を大切に守りながら活用し、都市の

魅力と価値を高める都市づくりを進めます。 

歴史・文化資源については、枚方宿をはじめとする歴史的資源の保全や活用を図り、地域

の成り立ちや文化的魅力を次世代へ継承するとともに、交流やにぎわいの創出につなげます。 

里山や河川といった貴重な自然環境の保全と活用を進めるとともに、公園や緑地の整備や

都市緑化を図り、市民が身近にみどりとふれあえる環境の充実を図ります。 

さらに、都市農地の保全と活用を進め、良好な営農環境の維持や防災機能の確保、農のあ

る都市景観の維持を図ります。 

都市の個性を形づくる景観については、地域特性に配慮した景観保全に取り組み、魅力あ

る都市景観の形成を進めます。 

  

 
※1 都市基盤 

都市のさまざまな活動を支える最も基本となる施設。道路や鉄道などの基幹交通施設、上下水道、電気やガスなどのエ

ネルギー関連施設、ごみや汚水などの処理施設などのことです。 
※2 既存ストック 

これまでに整備された都市基盤施設や公共施設、建築物などのことです。 
※3 バリアフリー 
  障がいのある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去することです。段差などの物理的除去をい

うことが多いですが、より広く障がい者の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去と

いう意味でも用いられます。 
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２. めざすべき都市構造 

公共交通が便利な駅周辺を中心に生活サービス施設や商業・業務施設等の都市機能の誘導

などを図る地区を拠点として位置付け、周辺に居住の誘導を進めるとともに公共交通ネット

ワークを確保する、「コンパクト・プラス・ネットワーク※1」の考え方に基づき、持続可能な

集約型都市構造※2の実現をめざします。 

拠点では、既存施設の立地や公共交通結節点としての特性を踏まえ、４種の都市拠点と１

種の地域拠点を設定し、都市構造の核となる「都市拠点」においては、医療、福祉、商業など

の生活サービスの提供や人の交流を促進することで、魅力とにぎわいのある拠点形成を図り

ます。また、都市拠点とともに交通ネットワークを構成する「地域拠点」では、地域の中心的

な都市として、将来にわたり居住環境の保全を図ります。 

これらの拠点間や生活圏域、市外の都市との移動を支える、鉄道とバスによる公共交通ネ

ットワークを「生活交流軸」とし、公共交通の相互連携の強化を図ります。 

また、本市の経済活動を支える、新名神高速道路などの国土・広域幹線道路や拠点などを

結ぶ幹線道路ネットワークは「都市間交流軸」とし、交通利便性を生かした都市づくりを進

めます。 

 

 

 

  

 
※1 コンパクト・プラス・ネットワーク 
  人口減少・高齢化が進む中、特に地方都市においては、地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業などの生活

機能を確保し、都市の居住者が安心して暮らせるよう、公共交通と連携して、コンパクトな街づくりを進める考え方の

ことです。 
※2 集約型都市構造 

都市の無秩序な拡散を抑制し、都市機能の誘導を促進する拠点とその他の地域を公共交通ネットワークで有機的に提携

などを図った都市のことです。 
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図 都市構造図  

広域中心拠点 
枚方市駅周辺は、周辺市町を含めた広域都市圏※３を対象とした都 

市機能を集積する中心的な拠点とします。 

氷室・尊延寺地区 
東部地域の活性化や地域生活の移動を支える交通ネットワーク維 

持、居住環境の保全を図っていく拠点とします。 

広域拠点 
樟葉駅周辺及び長尾駅周辺は、周辺地域を含めた広域を対象とした 

都市機能を集積する拠点とします。 

枚方公園駅周辺及び淀川河川公園は、自然、歴史、アミューズメン 

ト施設※４などを活用した人が集まる広域観光交流の拠点とします。 

地区拠点 
牧野駅、御殿山駅、光善寺駅、宮之阪駅、津田駅の周辺、香里ケ丘 

地区、北山地区については、周辺エリアの中心となる拠点とします。 

生活拠点 
藤阪駅、星ケ丘駅、村野駅の周辺は、鉄道やバスの交通利便に支えら 

れ、周辺エリアにおける生活利便の向上を図っていく拠点とします。 

※1 拠点   
橋本駅については、八幡市都市計画マスタープランに「都市機能誘導拠点」として位置付けられ、 
香里園駅については、寝屋川市都市計画マスタープランに「都市核」として位置付けられています。 

※2 土地利用 
土地利用の各ゾーンの方針は、３．部門別の方針（１）土地利用に記載しています。 

※3  広域都市圏    
複数の都市で構成される広域的な圏域のことです。 

※4  アミューズメント施設 
快適な生活環境を営むための娯楽施設、レジャー施設のことをいいます。 
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３. 部門別の方針 

（１） 土地利用 

将来都市像を実現するため、都市拠点を中心とした都市機能の充実と都市機能が利用しや

すい良好な居住環境を形成する土地利用をめざします。また、広域道路網の利便性を生かし

た産業系土地利用を促進するとともに、河川や里山などの自然環境の保全を図ります。 

 

 
図 土地利用方針図 
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１) 都市的土地利用 

① 都市拠点系土地利用 

広域都市機能誘導ゾーン 

歴史や文化、水やみどりなどの地域資源と公共交通の利便性を生かし、さらなる

魅力とにぎわいのある都市空間の形成を図るとともに、都市活力の向上などに向け

て土地の高度利用や低未利用地の有効活用などを促進し、広域都市圏の中心にふさ

わしい多様な都市機能の誘導や良好な居住環境の形成を図ります。 

都市機能誘導ゾーン 

周辺地域を含めた中心的な機能を担うエリアとして、公共交通の利便性を生かし、

生活サービスなどの多様な都市機能の誘導や良好な居住環境の形成を図ります。 

 

② 居住系土地利用 

居住誘導ゾーン 

生活サービスをはじめとする都市機能にアクセスしやすい良好な居住環境の形成

を図ります。 

環境共生居住ゾーン 

農地などの地域資源の保全や活用を図るとともに、地域環境と調和した良好な居

住環境の保全を図ります。 

 

③ 産業系土地利用 

工業集積ゾーン 
国道１号や第二京阪道路などの主要な幹線道路の交通利便を生かし、主として工

業などの産業集積と操業環境の保全を図ります。また、産業構造の変化にも対応で

きる工業地をめざします。 

住工協調ゾーン 
国道１号など幹線道路に近く、住工が混在するエリアでは、住宅地の居住環境と

調和を図りながら、主として工業系や商業系などの複合的な産業集積を図ります。

また、工場の移転など土地利用の変化が生じる地区は、地域の将来像を見据え、操

業環境の保全を図ります。 

沿道産業集積ゾーン 
国道１号や第二京阪道路などの主要な幹線道路の沿道は、道路の交通利便を生か

しつつ、秩序ある沿道土地利用を図り、主として沿道型商業、工業及び流通業務の

産業集積や操業環境の保全を図ります。 
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２) 自然的土地利用 

自然環境・農地ゾーン 
「市街化調整区域」に指定されているため、市街化の抑制を原則として自然環境

の保全や活用、農地・集落環境の維持や保全、活用を図ります。 

環境共生ゾーン 
「市街化調整区域」に指定されているため、市街化の抑制を原則として農地の保

全や活用を図ります。  

なお、地域のまちづくりに資するものと認められるなど、本市が定める市街化調

整区域における地区計画※1の方針に適合する場合は、みどりを確保しながら一定の

都市的土地利用を図ります。 

 

３) 保留区域 

保留区域は、市街化区域への編入を保留した区域として設定されている区域となって

おり、一定のまとまった範囲で事業化が見込まれる場合には、随時、市街化区域への編

入に向けて関係機関との調整を図ります。 

 

４) 大規模跡地などの土地利用転換について 

公共施設や工場の跡地などの大規模な土地利用の転換が行われる場合には、低未利用

地の発生を抑制し、良好な地域環境の形成を図るため、用途地域や地区計画などの都市

計画制度の活用を必要に応じて検討します。 

  

 
※1 地区計画 

道路や公園、広場などの配置や規模、建物の用途や形態、敷地に関することを地区レベルで定める都市計画のことです。 
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（２） 市街地整備 

１) 市街地開発事業※1 

鉄道駅周辺などにおける医療、福祉、商業などの各種都市機能の集積を図る都市拠点

の形成や、幹線道路の沿道における良好な産業の操業環境の形成に向け、民間活力の導

入を促しながら市街地開発事業の事業手法の活用により、公共施設の整備改善、市街地

の防災性の向上など健全な市街地の整備を進めます。 

 

①土地区画整理事業※2 

・鉄道駅周辺や幹線道路沿道の都市基盤が未整備の新市街地や、再整備が必要な既成

市街地においては、土地区画整理事業により公共施設の整備改善や宅地の利用増進、

防災性の向上を図り、計画的かつ良好な市街地の形成を進めます。 

 

②市街地再開発事業※3 

・鉄道駅周辺の公共施設の不足や土地の細分化、建築物の老朽化といった課題を抱え

る地区においては、市街地再開発事業により土地の合理的かつ健全な高度利用と都

市機能の更新を図り、地域特性に応じた都市機能の集約と適正な配置を行うことで、

にぎわいのある多様な暮らし方や過ごし方ができる都市の形成を促進します。 

 

  

 
※1 市街地開発事業 

都市計画法第１２条に掲げられた次の７種類の事業のことです。 

①土地区画整理法による「土地区画整理事業」 

②新住宅市街地開発法による「新住宅市街地開発事業」 

③首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律による「工業団地造成事業」または近畿圏の近郊整備区

域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律による「工業団地造成事業」 

④都市再開発法による「市街地再開発事業」 

⑤新都市基盤整備法による「新都市基盤整備事業」 

⑥大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による「住宅街区整備事業」 

⑦密集市街地整備法による「防災街区整備事業」 
※2 土地区画整理事業 

土地区画整理法に基づき都市計画区域内の土地について、公共施設の整備改善及び宅地の利用の増進を図るため、土地

の区画形質の変更及び公共施設の新設または変更に関する事業です。 
※3 市街地再開発事業 

都市再開発法に基づき、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るために、建築物及び建築敷

地の整備とあわせて公共施設の整備などを行う事業のことです。 
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２) 都市環境の形成、保全 

・新たな住宅地の拡大を抑制し、都市居住の誘導を図るとともに、既成市街地の再整備

や既存ストックを活用した都市機能の誘導により都市再生を促進し、都市拠点を中心

とした持続可能な集約型都市構造の実現をめざします。 

・歴史的資源や自然資源を保全し、水やみどりの自然を生かした良質な都市環境を提供

することをめざします。 

・特色あるまち並みの形成や良好な住環境の保全をめざし、きめ細かなまちづくりのル

ールを定める地区計画や建築協定※1などを活用し、良好な市街地の形成を図ります。 

・多様な人々が快適に生活できるまちをめざし、若い世代の転入や住み替えの促進、サ

ービス付き高齢者向け住宅※2やセーフティネット住宅、居住サポート住宅の確保など

のさまざまなニーズに対応した居住環境の形成を図ります。 

・住宅地と工場などが近接し、混在するエリアでは、産業の活性化の観点から工場の操

業環境を維持しつつ、居住環境との調和や保全を図ります。 

・管理不良の空き家や空き地については、適正管理や利活用を促進することで発生抑制

を図るとともに、危険な管理不全空家等※3や特定空家等※4については法に基づく措置

などを行い、問題解消を図ります。 

・「2050 年二酸化炭素排出量実質ゼロ」をめざし、まちづくりの観点から土地利用の際の

緑化の推進や、公共交通への利用転換などにより、二酸化炭素排出量の削減に取り組

みます。 

  

 
※1 建築協定 

一定の区域について、土地所有者などが自主的に全員合意のもとに建築物の敷地・構造・用途・意匠などについて定め

る協定のことです。住宅地としての環境や商店街としての利便を維持増進しようとする場合などに結ばれます。 
※2 サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づき高齢者に安全な居住空間を確保し、介護や医療と連携したサービスを提

供する賃貸住宅のことです。 
※3 管理不全空家等 

適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当するおそれのある空家等のことです。市

は、所有者に対して特定空家等になることを防止するために必要な措置を指導することができます。 

空家等 
居住などに使用されていないことが常態である建築物またはこれに附属する工作物及びその敷地のことです。 

※4 特定空家等 
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上の危険や衛生上の有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態、周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあ

る空家等のことです。 
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（３） 交通 

地域特性に応じた多様な移動手段を選択・組み合わせることにより、にぎわいと活力ある

拠点の形成を支え、各拠点にアクセスしやすい交通環境の整備に取り組みます。 

 

１) 道路 

第二京阪道路や新名神高速道路、大阪都市再生環状道路などへの高いアクセス性を生かし、

広域連携の強化や物流の効率化を図るため、それらの道路と連結する道路の整備促進や、交

通渋滞の要因となっている道路交通のボトルネックの解消に取り組み、道路ネットワークの

強化を図ります。 

だれもが安全で快適に移動できる歩行空間や自転車通行空間の整備に取り組むとともに、

都市防災の向上、良好な都市景観の確保に資する無電柱化に取り組みます。 

本市が管理する道路施設においては費用対効果や経済波及効果を十分検証のうえ、新設や

改修、更新をバランスよく実施していきます。 

既存の道路施設の改修や更新にあたっては、長く安全に利用でき、毎年の整備費用を平準

化するため、長寿命化を推進します。 

 長期に事業未着手または未完成となっている都市計画道路※1は必要に応じて見直しを行い

ます。 

 

図 広域道路ネットワーク図 

出典：国土交通省近畿地方整備局 新広域道路交通ビジョン近畿ブロック（令和３年７月）

より作成 

 
※1 都市計画道路 

都市計画に定められた道路のことです。 
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図 市内道路ネットワーク図 
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① 国土幹線道路・広域幹線道路 

・国土軸としての役割を担う新名神高速道路（都市計画名称は新名神自動車道）を国

土幹線道路、大阪や京都の大都市圏を結ぶ第二京阪道路（都市計画名称は大阪枚方

京都線）を広域幹線道路と位置付け、他都市との連携強化や災害時の広域緊急交通

路※1としての機能などを果たすために、道路環境の保全や整備を促進します。 

 

② 幹線道路 

・近隣都市圏との移動や物流を支える重要な道路を幹線道路と位置付け、社会経済活

動の発展を支えるために、道路環境の保全や整備を促進します。 

 

③ 補助幹線道路 

・幹線道路の交通機能を補完し、周辺都市や拠点間などの生活や経済活動を支える主

要な道路を補助幹線道路として位置付け、市街地の交通の円滑化や地域防災機能の

向上、安全な歩行空間や自転車通行空間の確保のために、未整備区間の計画的な整

備を推進します。 

 

④ 身近な生活道路 

・地域の安全性と利便性を高め、歩行者が安心して通行できるようにバリアフリー整

備や通学路上の道路などを対象とした歩行空間の整備、自転車の安全な通行空間の

整備に取り組むとともに、地域の協力を得ながら通過交通の抑制や車両速度抑制な

どの事故防止対策を実施します。 

 

⑤ 交通結節点 

・交通結節点の機能強化や交通混雑の解消、にぎわいとゆとりある魅力的な拠点形成

のため、駅前広場の整備・改良や居心地がよく歩きたくなるまちづくりに取り組み

ます。 

 

 
※1 広域緊急交通路 

災害発生時に救助・救急、消火、医療、緊急物資の供給を迅速かつ的確に実施するための道路のことで、大阪府が定め

ています。 
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２) 交通手段 

だれもが快適で安心して安全に移動できるよう、定時性・速達性に優れ、大阪都心部

や京都、奈良方面へのアクセス性が高い鉄道や、運行頻度が高く、拠点などと直結する

主要なバス路線などを「骨格となる公共交通ネットワーク」とし、機能強化を図ること

で市内及び市外との間の快適な移動を支えていきます。公共交通従事者不足などから、

バス路線の廃止や減便が進む中、交通事業者や地域と連携しながら多様な移動手段の導

入を進め、バリアフリーの推進など、公共交通の利用環境を改善することにより、地域

公共交通の維持に取り組むとともに、拠点などへのアクセス性の強化に取り組みます。 

 

 

図 広域鉄道ネットワーク図 

出典：国土数値情報ダウンロードサイト 鉄道（ライン）（令和６年度版）より作成 
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図 市内公共交通ネットワーク図 

出典：枚方市総合交通計画（令和７年３月）より作成 
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① 鉄道 

・本市の主軸を形成する鉄道網は、市民の生活や経済活動を支え、定住人口や交流人

口を拡大させる根幹的な交通機関であることから、踏切道の事故防止策やバリアフ

リー化など、安全で快適な旅客輸送サービスの提供が期待されており、これらの整

備を促進します。 

・踏切による交通渋滞や地域分断を解消することで地域間の安全かつ円滑な移動を図

るとともに、鉄道駅舎整備や駅前広場、道路などの都市基盤整備による交通利便性

の向上やにぎわい創出を図るため、関係機関と連携して連続立体交差事業※1に取り

組みます。 

 

② バス 

・市内及び市外間の移動を支えるため、既存のバス路線の維持に取り組むとともに、

主要なバス路線の機能強化を図ります。また、居住及び都市機能の誘導などの計画

的な都市づくりと連携を図り、輸送力の確保や利用促進、利用環境の改善などに取

り組みます。 

 

③ タクシー 

・タクシーは地域公共交通体系を形成する重要な交通機関であり、鉄道駅からのバス

でカバーできない地域の輸送など、市民の日常生活だけでなく、観光や地域振興な

どに密着した幅広い移動ニーズに対応した市民の移動サービスとして、利活用を促

進します。 

 

④ 自転車 

・自転車は買い物や通勤・通学等の日常利用をはじめとする移動において、年代を問

わない身近な移動手段であり、環境負荷の低減、災害時の交通機能維持、健康増進

等、その役割や重要性が増していることから、自転車通行空間の整備やシェアサイ

クル※2の拡大など、自転車利用環境の整備に取り組みます。 

 

⑤ 徒歩 

・都市拠点内などでは、回遊性を高めるため、バリアフリー整備や、道路空間を人が

中心の空間に再構築することにより、歩行者にやさしい、歩きたくなるまちづくり

を推進します。 

  

 
※1

 連続立体交差事業 
鉄道を連続的に高架化または地下化することにより、道路と鉄道の連続立体交差化を図る事業です。 

※2 シェアサイクル 
  街中にある拠点に設置された自転車を、不特定多数の他者と共有しながら利用するレンタルサービスです。利用登録や

決済をスマートフォンで行い、利用者の好きなタイミングや時間で自転車を借りることができ、借りた拠点と異なる拠

点で返却することができます。 
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（４） 都市施設 

１) 下水道 

・下水道施設の老朽化による道路陥没や排水不良など、市民生活へ重大な影響を及ぼさ

ないよう、点検・調査により施設の状況を長期的に予測しながら、計画的かつ効率的

な維持管理及び更新等に取り組みます。 

・大規模な地震の発生に備え、被災時にも汚水の滞留や浸水被害の発生を防止するなど

下水道の有すべき機能を確保するため、下水道施設の耐震化に取り組みます。 

・衛生面や水質保全の観点から、汚水と雨水をそれぞれ別の下水道管で流す分流式を採

用し、整備を進めます。 

・公共下水道※1（汚水）の整備については、住居系地域において概成していますが、引き

続き、その地域の実情に応じ、効果的に整備を進めます。 

 

 

図 下水道の方針図 

出典：枚方市下水道整備基本計画（令和３年３月）より作成 

  

 
※1 公共下水道 

主として市街地における下水を排除し、または処理するために地方公共団体が管理する下水道で、終末処理場を有するも

のまたは流域下水道に接続するものであり、かつ、汚水を排除すべき排水施設の相当部分が暗渠である構造のものです。 
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２) 処理施設(希釈放流センター) 

・公共下水道（汚水）が未整備となっているエリアのし尿や浄化槽※1から生じる清掃汚

泥などについては、引き続き処理施設（希釈放流センター）により適切な処理を行い、

公共下水道（汚水）に放流します。 

 

３) 水道 

・大規模な地震が発生した際にも、基幹的な水道施設の安全性の確保や重要施設などへ

の給水を確保するために、中宮浄水場をはじめとする各配水池や導水管、送水管など

の基幹施設の耐震化を推進します。 

・水道施設の老朽化を原因とする漏水や施設の停止など、市民生活へ重大な影響を及ぼ

さないよう、膨大な施設に対して施設総量の最適化も見据えた適切な更新に取り組み

ます。 

 

４) ごみ焼却場、ごみ処理場 

・生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、ごみ焼却場の穂谷川清掃工場（都市

計画名称は枚方市ごみ焼却場）や東部清掃工場（都市計画名称は枚方市第２ごみ処理

場）、枚方京田辺可燃ごみ広域処理施設と、ごみ処理場の北河内４市リサイクルプラザ

において、ごみを適切に処理することにより、安全で安定的なごみ処理体制を確保し

ます。 

・東部清掃工場や枚方京田辺可燃ごみ広域処理施設、北河内４市リサイクルプラザにお

いては、枚方京田辺環境施設組合や北河内４市リサイクル施設組合と連携・協力しな

がら、長寿命化対策や定期的な補修などにより、施設の適切な維持管理等を図ります。 

・枚方京田辺可燃ごみ広域処理施設の稼働に伴い、穂谷川清掃工場第３プラントが休止

したことから、地域脱炭素及び循環型社会の実現に寄与する新たな拠点をめざして必

要な機能を整理し、周辺地域を含む敷地全体の有効活用について検討を進めます。 

 

５) 駐車場 

・鉄道駅周辺の公共の場所における自転車などの放置を防止し、交通安全の確保、災害

救援の円滑化及び通行機能の維持に寄与する自転車駐車場については、今後も民間活

力の導入による効率的かつ効果的な管理運営を進めます。 

 

  

 
※1

 浄化槽 
生活の中で発生する汚れた水を、きれいな水にして川などに流すための装置のことです。 



第２章 全体構想 

23 

（５） 都市防災 

自然災害の際に被害を最小限に抑えて早期回復を図る「減災」の考え方を基本としつつ、

都市の不燃化や建物の耐震化、都市基盤の計画的な整備と維持管理、オープンスペースの確

保など、ハードとソフトの両面から災害に強い都市づくりを進めます。 

 

１) 都市の不燃化・耐震化 

・耐震性が不十分な建築物について耐震診断及び耐震改修などを促進し、住宅・建築物

の耐震化をめざします。 

・道路の整備が不十分な地区や家屋が密集している地区については、建物の不燃化と耐

震化の促進や、延焼遮断や避難場所として寄与する道路、公園や緑地、避難所となる

公共施設の整備などにより、住民とともに災害に強い環境づくりに取り組みます。 

 

２) 災害に強い都市基盤 

・道路については、災害時に避難・救助・物資輸送を支える道路の整備を推進するとと

もに、計画的な維持管理や無電柱化を推進します。 

・災害時の円滑な避難や支援に寄与する、広域避難場所※1をはじめとした避難場所への

避難路及びそれらに接続する道路や緊急交通路の確保、都市計画道路の整備を推進し

ます。 

・避難経路や避難場所となる都市公園については、災害応急対策に必要となる施設の設

置や整備を推進します。 

・防災上重要な役割を担う農地については、防災協力農地※2登録制度の活用を促進しま

す。 

 

３) 建築物の安全化と安全性に関する指導 

・危険な建築物などの所有者に対して安全性に関する指導や助言などを行うとともに、

多くの人が利用する建築物に関しては、バリアフリー化やユニバーサルデザイン※3の

考え方による整備を促進します。 

  

 
※1 広域避難場所 

地域などによる火災が延焼拡大して地域全体が危険になったときに避難する場所で、本市では、山田池公園、淀川河川

敷が位置付けられています。 
※2 防災協力農地 

豪再協力農地は、地震などの大規模な災害が発生したときに、農地を避難空間や災害復旧用資材置き場などとして利用

するための農地で、農家の協力によりあらかじめ登録し、災害時の市民の安全確保や円滑な復旧活動に役立てる用地を

確保する登録制度により運用されます。 
※3 ユニバーサルデザイン 

高齢であることや障がいの有無などにかかわらず、すべての人が快適に利用できるようにした建造物、生活空間などの

デザインのことです。 
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４) 浸水被害の軽減 

・住民の生命と財産を守るとともに、交通などの都市機能確保を目的として、雨水排水

施設の適切な管理や計画的な整備を進め、浸水被害の軽減を図ります。 

・管路施設やポンプ場などのハード整備の着実な推進とともに、ソフト対策や多様な主

体との連携強化により、浸水対策を講じます。 

・浸水被害を軽減させるため、ため池や樹林地の保全などによる雨水の保水や、公共・

公益施設に雨水流出抑制施設※1を普及させるとともに、道路の透水性舗装化を進めま

す。 

・災害リスクの高い洪水浸水想定区域での新たな開発を抑制するとともに、地区計画制

度や土地区画整理事業による宅地地盤の嵩上げなどによる安全確保を促進します。 

 

５) 土砂災害予防対策 

・土砂災害を未然に防止するため、法令による適切な指導、対策措置を講ずるとともに、

樹木や樹林の適切な管理と保全を促進し、森林の持つ土砂災害防止機能を維持します。 

・土砂災害に備えた情報連絡網の整備とともに地域住民に周知徹底し、警戒避難体制の

整備や強化を図ります。 

・大規模盛土造成地については、大規模盛土造成地マップを公表し、適切に経過観察を

行います。 

 

６) 市民・事業者などへの防災意識の啓発 

・ハザードマップによる防災情報の周知や、市のホームページや SNS、広報誌を活用した

情報発信、防災訓練の支援などのさまざまな取組を推進することで、市民や事業者な

どの防災意識を高めます。 

・自助と共助の取組を推進するため、地区防災計画の策定・更新の支援や防災訓練の支

援を行います。 

  

 
※1 雨水流出抑制施設 

雨水が河川や下水道に直接的に流出するのを抑制する施設のことです。この施設により、下流河川などに対する洪水負

担の軽減が期待されます。雨水流出抑制施設には防災調整地、住宅や公共施設などに設けられる貯留施設などの「雨水

貯留施設」と雨水浸透ますや浸透側溝、透水性の舗装などの「雨水浸透施設」があります。 

  雨水貯留施設 
都市部における集中豪雨の際に、雨水を一時的に貯留し、安全に排水する施設のことです。 
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（６） 都市緑化及び緑地保全 

 公園や緑地、農地、里山などは、良好な都市環境や景観の形成、防災性の向上、地球温暖化

の緩和、生物多様性の保全などの多様な機能を有していることから、身近なみどりの機能の

向上や、まちなか緑化の推進、自然環境の保全や活用に取り組みます。 

 

 

図 公園や緑地などの方針図 

出典：枚方市都市計画図、農水省農地筆ポリゴン（令和６年度）より作成 
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１) 公園及び緑地 

・地域ニーズの変化に応じて公園を充実させるため、公園の再生や再編、整備を図りま

す。 

・史跡を活用して整備した公園については、歴史・文化的資源の保全を図るとともに、

公園利用を推進します。 

・長期に事業未着手または未完成となっている都市計画公園・緑地については、社会情

勢や地域の状況を踏まえ、必要に応じて見直しを行います。 

・関係機関と連携して淀川河川公園の整備に取り組むとともに、「楽しい」空間づくりを

公民共創により推進します。 

 

２) 都市緑化 

・良好な都市環境や景観の形成、防災性の向上などを図るため、公共事業における緑化

に取り組むとともに、地区計画や開発条例の運用による民間事業者への緑化指導など

を通じ、都市全体の緑化を促進します。 

 

３) 自然環境 

・市民が自然と身近にふれあうことができ、景観形成や災害発生の抑制などの役割も果

たす里山や市街地の林地については、自然環境の保全や活用、保存樹・樹林の指定の

取組を進めます。 

・淀川の自然環境や船橋川、穂谷川、天野川の周辺環境を保全するとともに、水に親し

み憩う場の形成を促進します。 

 

４) 農地 

・農作物の供給や良好な都市環境・景観の形成、防災性の向上などの役割を果たす都市

農地については、生産緑地制度の活用促進や農地のあり方の検討や維持方策に取り組

み、保全や活用と農業振興を図ります。 
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（７） 都市景観 

景観法に基づく｢枚方市景観計画｣を策定し、『枚方の新たな魅力をつくる』～自然と歴史と

人を紡ぐひらかたの新しい景観づくり～を目標に掲げています。 

景観形成に係る都市計画制度や本市の条例、個別事案に対応したガイドラインを活用し、

豊かな自然や歴史と調和した良好な都市景観の形成をめざします。 

 

図 枚方市の都市景観構造図 

出典：枚方市都市景観基本計画（平成 25年 11月）より引用 
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１) 景観法及び景観条例、景観計画などに基づく景観形成の推進 

・「枚方市景観計画」で示す景観づくりのテーマや基本方針、類型別景観形成の方向に基

づき、枚方市の景観づくりを進めるとともに、届出制度を活用し良好な都市景観の形

成や維持を図ります。 

 

２) ガイドラインに基づく景観形成の推進 

・枚方宿地区においては、景観重点区域（枚方宿地区）修景ガイドライン 2024 を活用す

るとともに、事業の経費の一部の補助を行うことで、魅力ある街なみ景観の形成を図

ります。 

・太陽光発電に対しては、太陽光発電設備の設置に関する景観形成ガイドラインを活用

し、景観と調和した事業の実施を図ります。 
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第３章 地域別構想 

地域別構想の考え方 

地域別構想は、全体構想における方針などを受け、それぞれの地域の特徴や資源を踏まえ

て、地域単位での都市づくりの方針を定めたものです。 

 

（１） 地域の区分 

地域別構想では、枚方市を穂谷川、天野川、国道 1号や第二京阪道路などによって区分さ

れる、次のような７つの地域ごとに都市づくりを考えていきます。 
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１．北部地域の都市づくりの方針 

 

 
  



第３章 地域別構想 

31 

 

 
 

 

 
  

便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈都市拠点の形成〉 

周辺地域を含めた広域を対象とした都市機能を誘導する樟葉駅周辺と、周辺エリア

の中心となる牧野駅及び橋本駅周辺においては、生活サービスなどの多様な都市機能

の誘導や良好な居住環境の形成を図ります。 

〈良好な居住環境の形成〉 

鉄道駅周辺においては、多様な都市機能と調和した利便性が高く良好な居住環境の

形成を図ります。 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

枚方企業団地や国道１号沿道においては、幹線道路の交通利便を生かし産業集積と

操業環境の保全を図ります。 

〈住宅地と工場の混在抑制〉 

国道１号沿道の産業集積を図る地域においては、都市計画制度などの活用により、

住宅などの用途と混在することを抑制し、工場の操業環境の維持、増進を図るととも

に、周辺の住宅地と近接する地域においては、工場の外縁部に緩衝緑地帯の設置や壁

面緑化を誘導するなど、良好な都市環境の形成を図ります。 

移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈計画的な道路整備〉 

他都市との連携強化や災害時の広域緊急交通路としての機能の確保などの効果が期

待される新名神高速道路の早期開通をめざし、関係機関と連携して整備を促進します。 

また、枚方大橋に集中する交通の分散や渋滞緩和、淀川で分断されている地域間の

交流促進、防災面の機能強化などを図るため、関係機関と連携して牧野高槻線と京都

守口線の整備を促進します。 

市街地の交通の円滑化や安全な歩行空間の確保などを図るため、楠葉中宮線の整備

を推進します。 

▶ 新名神高速道路（八幡京田辺 JCT-高槻 JCT）の整備促進 

▶ 牧野高槻線、京都守口線の整備促進 

▶ 楠葉中宮線の整備 

〈交通結節点の機能強化〉 

樟葉駅前広場やその周辺については、交通結節点の機能強化やにぎわいとゆとりあ

る魅力的な拠点形成のため、駅前広場を官民連携により柔軟に活用し、居心地がよく

歩きたくなるまちづくりに取り組みます。 
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平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈安全で快適な歩行空間の整備〉 

（主）枚方高槻線においては、だれもが安全で快適に移動できる歩行空間の整備を

促進します。 

▶ （主）枚方高槻線 交通安全対策事業 

〈鉄道駅周辺におけるバリアフリー化の促進〉 

樟葉駅及び牧野駅周辺の道路や主要な公共施設などにおいては、高齢者や障がい者

など、だれもが安全で快適に移動できるよう、枚方市バリアフリー基本構想などの取

組をはじめとした、バリアフリー化を促進します。 

〈雨水ポンプ場の耐震化・老朽化対策〉 

   大規模な地震の発生に備え、被災時にも浸水被害の発生を防止するなど下水道の有

すべき機能を確保するため、北部ポンプ場と藤本川ポンプ場の耐震化・老朽化対策事

業を推進します。 

歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈自然環境の保全と活用〉 

淀川の四季や魅力を感じることができるよう、淀川の自然環境や景観を保全しつつ、

身近に憩い潤う場の確保を図ります。 

天満川緑道については、連続性のある緑化空間の確保を図るとともに、災害時にお

ける避難路の確保を図ります。 

〈歴史・文化的資源の保全と活用〉 

交野天神社本殿、交野天神社末社八幡神社本殿、史跡九頭神廃寺、史跡楠葉台場跡

などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を身近に感じることができるように活用を図

ります。 
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２．中部地域の都市づくりの方針 
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便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈都市拠点の形成〉 

枚方市駅周辺においては、宮之阪駅周辺と一体となって周辺市町を含めた広域都市

圏を対象とした都市機能を誘導する広域中心拠点として、広域都市圏の中心にふさわ

しい多様な都市機能の誘導や良好な居住環境の形成を図ります。 

牧野駅、御殿山駅及び宮之阪駅周辺においては、周辺エリアの中心となる地区拠点

として、生活サービスなどの多様な都市機能の誘導や良好な居住環境の形成を図りま

す。 

〈良好な居住環境の形成〉 

鉄道駅周辺においては、多様な都市機能と調和した利便性が高く良好な居住環境の

形成を図ります。 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

工業集積ゾーンや国道１号沿道においては、幹線道路の交通利便を生かし、産業集

積と操業環境の保全を図ります。 

〈小学校跡地の有効活用〉 

   旧中宮北小学校においては、学校統合により、小学校としての役割を終えたことか

ら、本地区の高い防災性と交通至便な立地条件を生かし、施設総量の最適化を図りつ

つ、真に必要とされる公共施設等を更新・新設に向けて、地区周辺の居住環境との調

和を図りながら跡地の有効活用の検討を進めます。 

移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈計画的な道路整備〉 

枚方大橋に集中する交通の分散や渋滞緩和、淀川で分断されている地域間の交流促

進、防災面の機能強化などを図るため、関係機関と連携して牧野高槻線と京都守口線

の整備を促進します。 

また、地域防災センター（輝きプラザきらら）や枚方市役所、山田池公園など災害

時の防災の拠点間のネットワーク化と、安全な歩行空間の確保などを図るため、枚方

藤阪線の整備を促進します。 

生活道路への通過交通の流入抑制や安全な歩行空間の確保などを図るとともに、御

殿山駅や地域防災センター（輝きプラザきらら）へのアクセス性を高めるため、御殿

山小倉線の整備を推進します。 

▶ 牧野高槻線、京都守口線の整備促進 

▶ 枚方藤阪線の整備促進 

▶ 御殿山小倉線の整備 
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平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈鉄道駅周辺におけるバリアフリー化の促進〉 

牧野駅、御殿山駅及び宮之阪駅周辺の道路や主要な公共施設などにおいては、高齢

者や障がい者など、だれもが安全で快適に移動できるよう、枚方市バリアフリー基本

構想の取組をはじめとした、バリアフリー化を促進します。 

〈雨水ポンプ場の耐震化・老朽化対策〉 

 大規模な地震の発生に備え、被災時にも浸水被害の発生を防止するなど下水道の有

すべき機能を確保するため、黒田川ポンプ場、溝谷川ポンプ場及び犬田川ポンプ場の

耐震化・老朽化対策事業を推進します。 

〈水道施設の更新・耐震化〉 

良質な水道水を将来にわたって安定的に供給するため中宮浄水場の更新と耐震化を

推進します。 

〈公共施設の有効活用〉 

穂谷川清掃工場においては、地域脱炭素及び循環型社会の実現などに寄与する新た

な拠点形成をめざして有効活用の検討を進めます。 

歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈自然環境の保全と活用〉 

淀川の四季や魅力を感じることができるよう、淀川の自然環境や景観を保全しつつ、

身近に憩い潤う場の確保を図ります。 

〈歴史・文化的資源の保全と活用〉 

百済寺跡や牧野車塚古墳などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を身近に感じるこ

とができるように活用を図ります。 
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３．南西部地域の都市づくりの方針 
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便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈都市拠点の形成〉 

枚方市駅周辺では、周辺市町を含めた広域都市圏の中心的な機能を担う広域中心拠

点として、商業、業務、医療などの多様な都市機能を誘導し、適切に土地の高度利用

が図られるよう、都市計画制度を活用し、民間活力を導入するなど、都市の活性化に

向けた再整備を推進します。また、老朽化建築物の更新をはじめとする防災性の向上

により、安全・安心な広域中心拠点の形成を図ります。 

枚方市総合文化芸術センターを活用して、まちの魅力を高め、にぎわいを創出する

文化芸術の拠点を形成します。  

枚方公園駅周辺においては、淀川河川公園などの自然環境や、歴史街道、ひらかた

パークなどを活用した広域観光交流の拠点を形成します。 

▶ 都市再生緊急整備地域（枚方市駅周辺地域） 

▶ 枚方市駅周辺再整備 

〈良好な居住環境の形成〉 

鉄道駅周辺においては、多様な都市機能と調和した利便性が高く良好な居住環境の

形成を図ります。 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

国道１号沿道及び国道 170 号沿道においては、幹線道路の交通利便を生かし、産業

集積と操業環境の保全を図ります。 

〈住宅地と工場などが混在する地域の調和〉 

住宅地と工場などが混在している地区においては、地域の実情に応じ、住民と企業

が協調して、都市計画制度などの活用により、共存できる環境づくりを図ります。 

移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈計画的な道路整備〉 

枚方市駅周辺の安全な歩行空間の確保を図るため、枚方藤阪線の整備を促進します。 

▶ 枚方藤阪線の整備促進 

〈枚方市駅周辺の交通機能の強化〉 

枚方市駅周辺については、通過交通の抑制、交通結節点の機能強化や安全・安心な

歩行空間の形成などを通じて、交通動線の円滑化や居心地がよく歩きたくなるまちづ

くりに取り組みます。 

〈鉄道の高架化〉 

京阪本線の寝屋川市駅から枚方市駅間の鉄道を高架化し、交通渋滞や地域分断の解

消などを図る連続立体交差事業と関連する道路などの整備を促進します。 

▶ 京阪本線連続立体交差事業 
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平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈鉄道駅周辺におけるバリアフリー化の促進〉 

枚方市駅及び枚方公園駅周辺の道路や主要な公共施設などにおいては、高齢者や障

がい者など、だれもが安全で快適に移動できるよう、枚方市交通バリアフリー基本構

想の取組をはじめとした、バリアフリー化を促進します。 

〈雨水ポンプ場の耐震化・老朽化対策〉 

 大規模な地震の発生に備え、被災時にも浸水被害の発生を防止するなど下水道の有

すべき機能を確保するため、安居川ポンプ場と蹉跎ポンプ場の耐震化・老朽化対策事

業を推進します。 

〈防災・減災対策〉 

寝屋川流域内で行う一定規模の宅地化や舗装など、雨水の流出量を増加させるおそ

れのある行為については、雨水流出抑制対策を促進します。 

歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈自然環境の保全と活用〉 

 淀川においては、四季や魅力を感じることができるよう、関係機関と連携して淀川

河川公園の整備を促進するとともに、舟運の再生など「楽しい」空間づくりを公民共

創により推進します。 

また、天野川においては、地域住民や環境保全の活動団体、関係機関などと連携し、

枚方市駅周辺再整備とあわせたウォーカブルなまちづくりに資する更なる活用に向け

て取り組みます。 

▶ 淀川河川敷枚方エリアかわまちづくり計画 

〈地域資源の保全と活用〉 

旧枚方宿、歴史街道や光善寺などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を身近に感じ

ることができるように活用を図ります。 

また、これらの歴史・文化的資源と併せて淀川河川公園、ひらかたパークなどの観

光資源を生かしたまちづくりを進め、にぎわいの創出を図ります。 
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４．南部地域の都市づくりの方針 
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便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈都市拠点の形成〉 

光善寺駅、香里園駅や香里ケ丘地区周辺においては、周辺エリアの中心となる地区

拠点として、日常生活に必要な生活サービスなどの多様な都市機能の誘導や良好な居

住環境の形成を図ります。 

また、光善寺駅周辺では、京阪本線連続立体交差事業にあわせた市街地再開発事業

を進め、商業などの都市機能の誘導や光善寺駅前広場などの整備による交通結節点機

能の強化、ゆとりのある駅前空間の形成を図り、街区再編や建築物の更新による防災

機能の向上などを総合的に推進するとともに、計画的な土地の高度利用を促進します。 

▶ 光善寺駅西地区第一種市街地再開発事業 

〈良好な居住環境の形成〉 

鉄道駅などの周辺においては、多様な都市機能と調和した利便性が高く良好な居住

環境の形成を図ります。 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

国道１号沿道や第二京阪道路沿道地域においては、幹線道路の交通利便を生かし、

産業集積と操業環境の保全を図ります。 

〈香里団地の再生〉 

香里団地においては、老朽化した建築物の建て替えなどのまち全体のリニューアル

を促進するとともに、子育て支援や教育文化などに関する都市機能の充実を図ります。 

〈第二京阪道路沿道地域のまちづくり〉 

茄子作地区や高田地区においては、土地区画整理事業等により地域産業活性化を図

るため、みどり豊かで産業立地にふさわしい市街地を創出します。 

▶ 茄子作土地区画整理事業 

▶ 高田地区のまちづくり 
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移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈計画的な道路整備〉 

道路ネットワークの強化と安全な歩行空間の確保などを図るため、中振交野線の整

備を推進します。 

▶ 中振交野線の整備 

〈鉄道の高架化〉 

京阪本線の寝屋川市駅から枚方市駅間の鉄道を高架化し、交通渋滞や地域分断の解

消などを図る連続立体交差事業と関連する道路などの整備を促進します。 

▶ 京阪本線連続立体交差事業 

〈自転車利用環境の向上〉  

自転車の安全対策や快適な通行環境を確保し、拠点への自転車のアクセス性向上を

図るため、自転車通行空間整備を推進します。 

平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈鉄道駅周辺におけるバリアフリー化の促進〉 

光善寺駅周辺の道路や主要な公共施設などにおいては、高齢者や障がい者など、だ

れもが安全で快適に移動できるよう、バリアフリー化を促進します。 

〈水道施設の更新・耐震化〉 

 良質な水道水を将来にわたって安定的に供給するため、妙見山配水池の更新と耐震

化を推進します。 

〈防災・減災対策〉 

寝屋川流域内で行う一定規模の宅地化や舗装など、雨水の流出量を増加させるおそ

れのある行為については、雨水流出抑制対策を促進します。 

歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈計画的な公園整備〉 

地域の中心となる憩いの場として、中振中央公園の整備を推進します。 

▶ 中振中央公園の整備 

〈歴史・文化的資源の保全と活用〉 

蹉跎神社や釈尊寺、春日神社などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を身近に感じ

ることができるように活用を図ります。 
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５．中南部地域の都市づくりの方針 
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便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈都市拠点の形成〉 

津田駅周辺においては、周辺エリアの中心となる地区拠点として、生活サービスな

どの多様な都市機能の誘導や良好な居住環境の形成を図ります。 

星ケ丘駅周辺、村野駅周辺においては周辺エリアにおける生活利便の向上を図って

いく生活拠点として、生活サービスをはじめとする都市機能にアクセスしやすい良好

な居住環境の形成を図ります。 

〈良好な居住環境の形成〉 

鉄道駅周辺においては、多様な都市機能と調和した利便性が高く良好な居住環境の

形成を図ります。 

村野駅西地区では、交通利便性の高い立地を生かし、土地区画整理事業等により防

災機能等を向上させることで、既成市街地と一体となった良好で安全な市街地の形成

を促進します。また、村野東町地区では、隣接する交野市域の地区を含め土地区画整

理事業等による良好な市街地の形成を促進します。 

▶ 村野駅西土地区画整理事業 

▶ 村野東町地区のまちづくり 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

企業団地をはじめ、国道１号沿道、国道 307 号沿道、第二京阪道路沿道地域におい

ては、幹線道路の交通利便を生かし、産業集積と操業環境の保全を図ります。 

〈住宅地と工場の隣接地における環境形成〉 

住宅地と工場が近接する地域には、工場外縁部に緩衝緑地帯の設置を誘導するなど、

良好な環境形成を図ります。 

〈第二京阪道路沿道地域のまちづくり〉 

第二京阪道路沿道地域においては、都市計画制度などの活用により、都市農地など

の周辺環境と調和のとれたまちなみを創出します。 

移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈第二京阪道路の開通に伴う周辺道路の渋滞緩和の促進〉 

国道 307 号や枚方藤阪線などにおける交通渋滞が地域の課題となっており、その緩

和に向けた取組を促進します。 
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平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈安全で快適な歩行空間の整備〉 

（府）交野久御山線においては、だれもが安全で快適に移動できる歩行空間の整備

を促進します。 

▶ （府）交野久御山線 歩道整備事業 

〈鉄道駅周辺におけるバリアフリー化の促進〉 

津田駅、星ケ丘駅及び村野駅周辺の道路や主要な公共施設などにおいては、高齢者

や障がい者など、だれもが安全で快適に移動できるよう、枚方市バリアフリー基本構

想などの取組をはじめとした、バリアフリー化を促進します。 

〈水道施設の更新・耐震化〉 

大規模な地震が発生した際にも、基幹的な水道施設の安全性の確保や重要施設など

への給水を確保するために、中宮浄水場と春日受水場までをつなぐ送水管について、

更新と耐震化を推進します。 

歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈歴史・文化的資源の保全と活用〉 

村野村高札場や春日神社、伝統的なたたずまいを残す出屋敷地区を通過する東高野

街道などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を身近に感じることができるように活用

を図ります。 
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６．中東部地域の都市づくりの方針 
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便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈都市拠点の形成〉 

周辺地域を含めた広域を対象とした都市機能を誘導する長尾駅周辺と、周辺エリア

の中心となる北山地区周辺においては、生活サービスなどの多様な都市機能の誘導や

良好な居住環境の形成を図ります。 

藤阪駅周辺においては、生活拠点として生活利便の向上を図ります。 

〈良好な居住環境の形成〉 

鉄道駅周辺などにおいては、多様な都市機能と調和した利便性が高く良好な居住環

境の形成を図ります。 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

企業団地や国道 1 号沿道地域、第二京阪道路沿道地域においては、幹線道路の交通

利便を生かし産業集積と操業環境の保全を図ります。 

〈枚方家具団地周辺の地域産業の活性化〉 

枚方家具団地周辺は、幹線道路の交通利便を生かし、地域産業の活性化を図ります。 

〈住宅地と工場などが混在する地域の調和〉 

住宅地と商業、工場などが混在している地区においては、地域の実情に応じ、住民

と企業が協調して、都市計画制度などの活用により、共存できる環境づくりを図りま

す。 

〈長尾駅周辺のまちづくり〉 

長尾駅周辺においては、土地区画整理事業等により、鉄道や広域幹線道路に近接す

る交通利便性の高い立地を生かした産業集積をはじめ、商業や医療等の多様な都市機

能の誘導を図るなど、広域拠点にふさわしい魅力あるまちづくりを計画的に推進しま

す。 

〈第二京阪道路沿道地域のまちづくり〉 

第二京阪道路沿道地域においては、都市計画制度などの活用により、都市農地など

の周辺環境と調和のとれたまちなみを創出します。 
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移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈計画的な道路整備〉 

他都市との連携強化や災害時の広域緊急交通路としての機能の確保などの効果が期

待される新名神高速道路の早期開通をめざし、関係機関と連携して整備を促進します。 

東部地域における長尾駅前や府道などの周辺道路の交通渋滞の緩和による交通の円

滑化や安全で利便性の高い歩行空間の確保などを図るため、牧野長尾線の整備を推進

します。 

生活道路への通過交通の進入を抑制するとともに、広域避難場所である山田池公園

へのアクセス性の向上や安全な歩行空間の確保などを図る長尾春日線の整備を推進し

ます。 

▶ 新名神高速道路（八幡京田辺 JCT-高槻 JCT）の整備促進 

▶ 牧野長尾線の整備 

▶ 長尾春日線の整備 

〈交通結節点の機能強化〉 

広域拠点として、長尾駅前広場などの交通結節点整備や交通機能の強化を図ります。 

〈自転車利用環境の向上〉  

自転車の安全対策や快適な通行環境を確保し、拠点への自転車のアクセス性向上を

図るため、自転車通行空間整備を推進します。 

平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈鉄道駅周辺におけるバリアフリー化の促進〉 

長尾駅及び藤阪駅周辺の道路や主要な公共施設などにおいては、高齢者や障がい者

など、だれもが安全で快適に移動できるよう、枚方市交通バリアフリー基本構想の取

組をはじめとした、バリアフリー化を促進します。 

〈浸水被害の軽減〉 

   藤阪元町地区において浸水対策事業として雨水幹線管渠の整備を推進します。 

歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈山田池公園や王仁公園の活用〉 

市街地の中のレクリエーションや憩いの空間として、王仁公園の維持と活用に取り

組むとともに、山田池公園においては関係機関と連携し維持と活用を促進します。 

〈歴史・文化的資源の保全と活用〉 

田中家住宅鋳物工場・主屋や田口山遺跡などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を

身近に感じることができるように活用を図ります。 
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７．東部地域の都市づくりの方針 
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便利で快適な暮らしと地域経済を支えるコンパクトで活力ある 
都市づくり 

〈地域拠点の形成と良好な居住環境の保全〉 

氷室・尊延寺地区においては、東部地域の活性化や地域生活の移動を支える交通ネ

ットワークを維持し、地域環境と調和した良好な居住環境の保全を図ります。 

〈関西文化学術研究都市にふさわしい産業・文化の集積〉 

関西文化学術研究都市（津田・氷室地区）における産業・文化の集積を図ります。 

〈産業の集積と操業環境の保全〉 

第二京阪道路沿道地域においては、幹線道路の交通利便を生かし産業集積と操業環

境の保全を図ります。 

〈第二京阪道路沿道地域のまちづくり〉 

第二京阪道路沿道地域においては、都市計画制度などの活用により、生駒山系の豊

かなみどりなどの周辺環境と調和のとれたまちなみを創出します。 

移動を支える交通ネットワークが充実した都市づくり 

〈自転車利用環境の向上〉 

自転車の安全対策や快適な通行環境を確保し、拠点への自転車のアクセス性向上を

図るため、自転車通行空間整備を推進します。 

平時も災害時も安全安心な都市づくり 

〈安全で快適な歩行空間の整備〉 

（主）枚方山城線においては、だれもが安全で快適に移動できる歩行空間の整備を

促進します。 

▶ （主）枚方山城線の整備促進  

〈ごみ処理場の適切な維持管理と整備〉 

市民の快適で住みよい生活環境を確保し、排出されるごみを処理するために東部清

掃工場の長寿命化対策や定期的な補修などによる適切な維持管理や整備を図ります。 

▶ 第２ごみ焼却場整備事業 

〈市有地の活用〉 

枚方市一般廃棄物最終処分場については、多目的広場としての利用など、有効活用

を検討します。 
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歴史、文化、自然の地域資源を生かした魅力的な都市づくり 

〈計画的な公園整備と活用〉 

  東部公園は本格的な野球場を備えており、スポーツの振興や憩いの場として活用を

図ります。 

〈里山の保全と活用〉 

良好な景観の形成や防災機能、自然とのふれあいの場など多様な機能を有する里山

においては、これまでの法などによる保全策を適用するなどにより保全を図ります。 

また、里山の魅力の情報提供や農産物など里山でとれる資源による地産地消の促進

など、里山の活用を図るとともに、里山の良好な自然環境を守るため、里山の保全活

動の担い手の育成や広報活動、活動拠点等としての必要な施設の確保など、里山の保

全を図ります。 

〈農地の保全と活用〉 

市域で唯一の農業振興地域である穂谷地区の農地においては、周辺環境と調和した

棚田と農村集落が美しい田園景観を形成しており、こうした優良な農地をはじめとし

た農地の保全と、地産地消や地元農産物の学校給食への活用、農業ふれあいツアーの

開催など、農業振興を図ります。 

〈関西文化学術研究都市との交流〉 

関西文化学術研究都市（津田・氷室地区）においては、イベントなどの開催により

学研都市と地域住民の交流を促進します。 

また、精華町などの他の文化学術研究地区との交流も促進します。 

〈自然を感じることのできるレクリエーションの場の維持と活用〉 

野外活動センター、第二京阪道路の自転車歩行者道などは身近に自然を感じること

ができるレクリエーションの場として、維持や活用を図ります。 

〈自然環境を活用した健康づくりの推進〉 

地域の自然環境を活用した自然巡回路や里山ウォーキングを通じた健康づくりを推

進します。 

〈歴史・文化的資源の保全と活用〉 

厳島神社末社春日神社本殿や三之宮神社などの歴史・文化的資源を保全し、歴史を

身近に感じることができるように活用を図ります。 
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第４章 居住及び都市機能 

１.基本的な方針 

居住及び都市機能の立地の適正化に関しての基本的な方針を以下のとおりとします。 

（１）居住の誘導について 

・効率的でコンパクトな多極型の都市構造の実現をめざし、郊外などの外延部への住宅

地の拡大については、抑制していくことを基本とします。 

・市街化区域内において、医療や福祉、商業などの日常生活に必要な都市機能や公共交

通が確保される居住誘導ゾーンに居住誘導区域※1を設定し、居住の誘導を図ります。 

・居住誘導区域は、農業や工業などの居住以外の目的の土地利用を図ることが想定され

るエリアや、災害の発生予測などを踏まえて設定します。 

・「生活交流軸」である鉄道とバスによる公共交通ネットワークについては、拠点間や

生活圏域、市外の都市との移動を支える観点から機能強化と維持を図ります。 

 

（２）都市機能の誘導について 

・公共交通や徒歩などで医療などの都市機能にアクセスができ、地域の住民が各種サー

ビスを効率的に提供が受けられるように、広域中心拠点や広域拠点、地区拠点などの

13 箇所の都市拠点周辺の広域都市機能誘導ゾーンや都市機能誘導ゾーンにおいて、

都市機能誘導区域※2を設定し、都市機能の誘導を図ります。 

・都市機能誘導区域においては、公共交通の利便性を生かし、広域都市圏の中心にふさ

わしい多様な都市機能や、生活サービスなどの多様な都市機能の誘導、機能の維持、

充実を図ります。 

 

 

 

  

 
※1 居住誘導区域 

都市再生特別措置法に基づき、立地適正化計画において示す、都市の居住者の居住を誘導すべき区域のことです。 
※2 都市機能誘導区域 

都市再生特別措置法に基づき、立地適正化計画において示す、都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域のことです。 

  都市機能増進施設 

医療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施設であって、都市機能

の増進に著しく寄与するものを指します。 



 

52 

２.居住及び都市機能の誘導 

（１）誘導区域の設定 

１）居住誘導区域 

①居住誘導区域の考え方 

居住誘導区域は、都市全体における人口や土地利用、交通や財政、災害リスクの現状及

び将来の見通しを勘案して、居住誘導区域の内外にわたる良好な居住環境を確保し、公共

投資やその他の行政運営が効率的に行われるように定めるべきものとされています。 

本市では、人口減少の中にあっても、区域内の人口密度を一定以上に保つべきエリアに

おいて、都市機能や公共交通機能の維持や充実などを図りつつ、安全で快適な居住環境を

形成することにより居住の誘導を図るため、居住誘導区域の設定を行います。 

なお、区域区分などの都市計画が変更された場合は、整合を図るため必要に応じて居住

誘導区域の拡大、又は縮小の検討を行います。 

 

②居住誘導区域の設定 

○対象区域 

市街化区域のうち、既に住宅地が形成されているなど、将来的にも一定の居住が見込ま

れ、鉄道駅などの周辺における医療や福祉、商業などの日常生活に必要な施設が確保され

るとともに、公共交通機能の確保などが図られることにより利便性が高く、鉄道駅及びバ

ス停の徒歩圏域を踏まえて、都市機能にアクセスしやすいエリアを対象に居住誘導区域を

設定します。 

市内には、住民などの生命又は身体に著しい危害が生じるおそれのある災害の発生が想

定される区域や、農業や工業などの居住以外の目的の土地利用を図ることが想定される区

域などがあり、居住誘導区域の設定にあたっては、こうした区域を含めないこととします。 

なお、区域の界線については、地形地物や用途地域の境界などを踏まえて設定を行いま

す。 

 

■居住誘導区域に含めてはならない区域（法令） 

市街化を抑制 

するべき区域 
・市街化調整区域(都市計画法第７条) 

災害のおそれの 

ある区域 

・災害危険区域(建築基準法第 39 条) 

・急傾斜地崩壊危険区域 

(急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条) 

・土砂災害特別警戒区域 

(土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律第９条)  
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■居住誘導区域に含まないこととすべき区域（都市計画運用指針） 

災害のおそれの

ある区域  

・土砂災害警戒区域 

(土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律第７条) 

・洪水浸水想定区域(水防法第 14 条)のうち、下記区域 

洪水浸水想定区域（計画規模） 

…浸水深 3.0m 以上 

洪水浸水想定区域（想定最大規模） 

…家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸浸食） 

ただし、河岸の補強増進を図る事業計画について、河川管理者

と協議が整っている場合にはこの限りでない。 

 

■居住誘導区域に含めないこととする区域 

主として居住以

外の目的の土地

利用が想定され

る区域 

・工業地域(都市計画法第８条)及び準工業地域(都市計画法第８

条)で、住工が混在しつつある地域 

・工業専用地域(都市計画法第８条) 

・生産緑地地区(都市計画法第８条) 

 ただし、生産緑地法第 14 条に該当する区域は除く 

 

 

図 「災害のおそれのある区域」と居住誘導区域の設定状況（令和９年３月 時点） 
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○鉄道駅及びバス停の徒歩圏域の考え方 

鉄
道
駅 

・鉄道駅の中心から直線で概ね 800ｍの圏域(徒歩の分速 60～80ｍで、概ね 10～15

分圏域として、徒歩を主な交通手段とするエリア)を基本とします。 

・ただし、「枚方市駅」の徒歩圏域については、鉄道及びバスの運行状況などを考

慮して「概ね 1km」とします。 

バ
ス
停 

・バス停の中心から直線で概ね 300ｍの圏域(徒歩の分速 60～80ｍで概ね 4～5 分圏

域として、徒歩を主な交通手段とするエリア)を基本とします。 

・ただし、地区の交通の要衝となるバス停(「北山中央」、「新香里」)の徒歩圏域に

ついては、バスの運行状況などを考慮して「概ね 500ｍ」とします。 

 

 

 

 

 

 

図 「鉄道駅及びバス停の徒歩圏域」と居住誘導区域の設定状況（令和９年３月 時点） 
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居住環境保全区域 

① 居住環境保全区域の考え方 

居住誘導区域外において既に住宅が立地し、一定の居住者がいる状況を踏まえ、人口

減少の中でも、地域公共交通の維持に努めるとともに、住工が混在する区域においては、

工場などの操業環境を保全しながら居住環境の保全を図っていく必要があるため、居住環

境保全区域の設定を行います。 

 

②居住環境保全区域の設定 

○対象区域 

 居住環境保全区域は、以下の区域を対象とします。 

・居住環境の保全を促進していく区域（環境共生居住ゾーン） 

既に一団の住宅地が形成されており、自然環境と調和した良好な居住環境の保全を図

るべきエリア 

・住工の調和を図る区域（住工協調ゾーン） 

工業地域、準工業地域において、住工が混在しつつあり、工場などの操業環境の維

持、保全と居住環境の保全を図るべきエリア 

 

なお、区域の界線については、地形地物や用途地域の境界などを踏まえて設定を行い

ます。 

 

■対象区域に含めないこととする区域 

市街化を抑制するべき区域 ・市街化調整区域(都市計画法第７条) 

居住の誘導を行う区域 ・居住誘導区域（都市再生特別措置法第８１条） 

主として居住以外の目的の 

土地利用が想定される区域 

・工業専用地域（都市計画法第８条） 

・生産緑地地区（都市計画法第８条） 

 ただし、生産緑地法第 14 条に該当する区域は除く 

災害のおそれのある区域 
・居住誘導区域において対象区域に含めないことと

する区域と同様 
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２）都市機能誘導区域 

① 都市機能誘導区域の考え方 

都市機能誘導区域は、原則として、居住誘導区域内において設定されるものであり、医

療や福祉、商業などの都市機能を都市の中心拠点などに誘導し集約することにより、これ

らの各種サービスの効率的な提供が図られるよう定めるべきであるとされています。 

本市においては、将来的な人口減少の進行を踏まえ、市民生活に必要な医療などの生活

サービスの都市機能を持続的に確保するとともに、子育て世代が居住しやすい環境づくり

を進めるなど、利便性が高く多様な世代が魅力を感じるまちにしていくことが求められて

います。このことから、鉄道駅等などの交通結節点周辺などの公共交通の利便性が高く都

市機能が集積しているエリアに都市機能誘導区域を設定します。 

また、都市機能誘導区域は、居住誘導区域において設定するものとします。 

 

②都市機能誘導区域の設定 

○対象区域 

居住誘導区域のうち、都市拠点周辺などの利便性が高いエリアを対象に、それぞれの

都市機能の集積状況、地域の特性、周辺の人口などを踏まえて、都市機能誘導区域を設定

します。 

区域を設定する範囲については、既に地域の中心となり一定の都市機能が集積してお

り、今後も一定の都市機能の確保が見込まれるエリアなどで、鉄道駅及び周辺バス停の徒

歩圏域を踏まえて、一体的に利用可能な範囲を対象とします。 

なお、区域の界線については、地形地物や用途地域の境界などを踏まえて設定を行い

ます。 

 

■原則として対象区域に含めないこととする区域 

主として良好な居住環境を 

形成すべき区域 

・第一種低層住居専用地域(都市計画法第８条） 

・第二種低層住居専用地域(都市計画法第８条） 

注)第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域の一部を含みます。 

 

・鉄道駅周辺における誘導区域の設定の考え方 

地区の交通の要衝となる鉄道駅の徒歩圏域(概ね 800m)を踏まえて、一体的に利用可能

な範囲について、個別に都市機能誘導区域を設定します。 

また、上記の鉄道駅の徒歩圏域とともに、都市機能の集積状況などを考慮して、周辺

のバス停の徒歩圏域(概ね 300ｍ)を加味して、一体的に利用可能な範囲に、都市機能誘導

区域を設定します。 

ただし、「枚方市駅」の徒歩圏域については、都市機能の集積状況や、鉄道及びバスの

運行状況などを考慮して「概ね 1km」とし、その徒歩圏域を踏まえて広域中心拠点の都市

機能誘導区域を設定します。 
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・バス停周辺における誘導区域の設定の考え方 

地区の交通の要衝となるバス停(「北山中央」、「新香里」)の徒歩圏域(概ね 500ｍ)を踏

まえて、一体的に利用可能な範囲に、個別に都市機能誘導区域を設定します。 

ただし、香里ケ丘地区については、都市機能の集積状況やバスの運行状況などを考慮

して、地区の交通の要衝となるバス停「新香里」の徒歩圏域(概ね 500ｍ)に周辺のバス停

の徒歩圏域(概ね 300ｍ)を加味して、一体的に利用可能な範囲に、都市機能誘導区域を設

定します。 

 

○都市機能誘導区域の設定 

都市機能誘導区域を下表のとおりとします。 

 

種別 
都市機能 

誘導区域名 
面積 

主要な公共交通施設 
( )内は徒歩圏域の距離 

広域中心拠点 枚方市駅周辺地区 約 140ha 
枚方市駅(概ね 1km) 
周辺バス停(概ね 300m) 

広域拠点 

樟葉駅周辺地区 約 88ha 
樟葉駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

長尾駅周辺地区 約 102ha 
長尾駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

枚方公園駅周辺地区 約 39ha 
枚方公園駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

地区拠点 

牧野駅周辺地区 約 118ha 
牧野駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

御殿山駅周辺地区 約 113ha 
御殿山駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

光善寺駅周辺地区 約 30ha 
光善寺駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

宮之阪駅周辺地区 約 64ha 
宮之阪駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

津田駅周辺地区 約 69ha 
津田駅(概ね 800m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

香里ケ丘地区 約 71ha 
バス停「新香里」(概ね 500m) 
周辺バス停(概ね 300m) 

北山地区 約 2ha バス停「北山中央」(概ね 500m) 

その他 
橋本駅周辺地区 約 11ha 橋本駅(概ね 800m) 

香里園駅周辺地区 約 3ha 香里園駅(概ね 800m) 
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３）誘導区域等 

居住誘導区域、居住環境保全区域、都市機能誘導区域を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

図 誘導区域等（令和９年３月 時点） 

 

 

注)居住誘導区域、都市機能誘導区域及び居住環境保全区域には、災害危険区域、急傾斜

地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、生産緑地地区の一部、

洪水浸水想定区域の一部を除きます。 
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（２）誘導施設の設定 

１）誘導施設とは 

誘導施設は、居住者の共同の福祉や利便の向上を図るという観点から、必要な誘導施設

を都市機能誘導区域ごとに定めるものとなっています。 

国が示した都市計画運用指針においては、病院などの「医療施設」、子育て世代にとって

居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所などの「子育て支援施設」、集客力

がありまちのにぎわいを生み出す「図書館」、博物館などの「文化施設」、スーパーマーケ

ット等の「商業施設」、行政サービスの窓口機能を有する市役所や支所などの「行政施設」

などが誘導施設の対象となることが示されています。 

本市では、子育て世代をはじめとする多様な居住ニーズに対応するとともに、公共交通

や徒歩により医療などの都市機能へアクセスしやすく、地域住民に対して効率的かつ持続

的にサービスが提供される都市の実現をめざします。 

このため、都市機能誘導区域ごとの特性を踏まえ、生活サービスの充実や都市の魅力、

活力の向上に必要な都市機能及び行政サービス施設について、誘導施設を設定します。 

 

 

２）誘導施設の設定 

本市では、都市機能誘導区域内に誘導施設が立地していない場合であっても、周辺に誘

導施設が立地するなど、一定の都市機能がカバーされている区域が多くみられます。 

こうした状況を踏まえ、誘導施設は都市機能を一律に集約することを目的とするもので

はなく、施設更新時に活用可能な優遇措置を確保しつつ、将来的に都市機能誘導区域内へ

の立地を促進する「緩やかな誘導」を図るものとします。 

誘導施設の設定にあたっては、都市機能誘導区域及びその周辺の施設立地状況や、区域

ごとの特性を踏まえ、各区域において確保を図るべき都市機能を対象として定めます。 

また、既存施設により一定の都市機能が確保されている都市機能誘導区域内においても、

都市機能の区域外への流出の抑制や、更なる誘導、機能の維持や充実を図る必要があるも

のについては、当該都市機能を誘導施設として設定します。 
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①生活サービスに関する誘導施設の考え方 

生活サービスに関する都市機能として、「病院」や「商業施設（食料品）」、「保育所(園)」、

「幼稚園等」を誘導施設として定めます。 

このうち、「商業施設（食料品）」と「保育所（園）」については、基礎的な生活サービス

の確保を図る観点から、積極的に誘導施設として定めるものとします。それ以外の都市機

能については、都市機能誘導区域の特性などを踏まえ、誘導施設を定めます。 

なお、生活サービスに関する都市機能のうち、「診療所」や「高齢者福祉施設」、「障害者

福祉施設」については、都市機能誘導区域内に限らず区域外を含めて将来的にも一定の需

要が見込まれるとともに、市全域で立地の促進を図る必要があることから、誘導施設とし

ては定めないものとします。 

 

表 生活サービスに関する誘導施設とその定義 

誘導施設 定義 

病院 医療法第 1 条の 5 第 1 項の病院 

商業施設 

（食料品） 

食料品が購買できる延べ面積 1,500 ㎡を超える店舗 

(スーパーマーケットなど） 

保育所(園) 

・児童福祉法第 39 条第 1 項の保育所 

・就学前の子どもに関する教育保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律第 2 条第 7 項の幼保連携型認定こども園 

幼稚園 

・学校教育法第 1 条の幼稚園 

・就学前の子どもに関する教育保育等の総合的な提供の推進に関す 

る法律第 2 条第 6 項の認定こども園 

 

 

②都市の魅力や活力を高める誘導施設の考え方 

都市の魅力や活力を高める都市機能については、市民の文化的な活動を支え、まちのに

ぎわいを創出する、「商業施設（食料品以外）」や「図書館（市が運営するもの）」、「文化施

設（多目的ホール・集会機能を持つもの）」を誘導施設として、都市機能誘導区域ごとに地

域の特性を踏まえて定めます。 

 

表 都市の魅力や活力を高める誘導施設とその定義 

誘導施設 定義 

商業施設 

（食料品以外） 
食料品以外が購買できる延べ面積 3,000 ㎡を超える店舗 

図書館 枚方市立図書館条例第 2 条に基づく図書館 

文化施設 
多目的ホール・集会機能を持った施設 

(生涯学習市民センターなど) 
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③公共施設に関する誘導施設の考え方 

行政サービス施設については、「市役所機能を有する施設等」を誘導施設とし、広域中心

拠点である枚方市駅周辺地区において定めます。 

 

公共施設については、地区によっては都市機能が立地していない場合もあるものの、厳

しい財政状況等を背景に、施設総量の最適化を図ることが求められています。 

このため、新たな施設整備については、特に必要なものを除き、抑制することを基本と

します。 

本計画においては、新たに計画的な施設立地を進める必要があるものについては、個別

の行政計画において整備の方向性が示されているものを対象として誘導施設を定めます。

また、それ以外については、主として既存の都市機能の維持や充実を図るものを対象とし

て誘導施設を定めます。 

なお、本計画の策定後において、個別の行政計画の変更等により施設整備の方向性が新

たに示され、都市機能誘導区域内での機能確保を図る必要が生じた場合には、計画の見直

し時において、誘導施設としての設定などを適切に反映することを検討します。 

 

表 行政サービスを提供する誘導施設とその定義 

誘導施設 定義 

行政サービス施設 

市役所機能を有する施設 

国及び地方公共団体（枚方市を除く）が行政サービスを提供

するための施設 
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３）都市機能誘導区域ごとの方向性 

①都市機能誘導区域ごとの施設の立地などの状況整理 

都市機能の立地などの状況を都市機能誘導区域別にまとめると、次表のようになります。 

 

種別 
都市機能 

誘導区域名 

生活サービスの都市機能 
都市の魅力や活力を 

高める都市機能 
行
政
サ
勖
ビ
ス
施
設 

医療 商業 
子ども・ 

子育て支援 
商業 

教育・文化
施設 

病
院 

商
業
施
設 

协
食
料
品
卐 

保
育
所(

園)
 

幼
稚
園 

商
業
施
設 

协
食
料
品
以
外
卐 

図
書
館 

文
化
施
設 

広域中心拠点 
枚方市駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

広域拠点 

樟葉駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

長尾駅 
周辺地区 

○ ○ ○ △ × ○ ○ × 

枚方公園駅 
周辺地区 

× ○ ○ △ △ × ○ × 

地区拠点 

牧野駅 
周辺地区 

△ ○ ○ ○ × ○ ○ × 

御殿山駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ × ○ ○ × 

光善寺駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

宮之阪駅 
周辺地区 

○ △ ○ ○ △ × △ × 

津田駅 
周辺地区 

○ ○ ○ △ ○ △ △ △ 

香里ヶ丘 
地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

北山地区 × ○ △ × △ × × × 

その他 

橋本駅 
周辺地区 

× ○ × △ × × × × 

香里園駅 
周辺地区 

○ △ △ △ △ × × × 

 

 

 

 

 

 

 

  

○：都市機能誘導区域内に施設がある状況 
 
△：都市機能誘導区域内に施設はないが、区域外に近接して立地している施設に 

より一定の都市機能がカバーされているなどの状況 
×：都市機能誘導区域内に施設がない状況 
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②広域中心拠点の都市機能誘導区域 

《枚方市駅周辺地区都市機能誘導区域(約 140ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は広域中心拠点として、行政サービスをはじめ、商業・業務、文化交流機能な

ど、広域都市圏を対象とした中心的な都市機能の更新や強化を図るとともに、にぎわいと

ゆとりのある駅空間の形成や交通環境の改善を推進し、枚方市駅周辺再整備の重点的な取

組を進めます。（※枚方市駅周辺再整備に関する取組については、75 ページを参照） 

さらに、官公庁施設が多く立地していることを踏まえ、これらの用地を有効活用する

とともに、土地の高度利用を図ります。 

これらを踏まえ、誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所（園）、幼

稚園（認定こども園）、一定規模以上の商業施設、文化施設及び行政サービス施設を対象

として設定します。 

 

 

図 枚方市駅周辺地区都市機能誘導区域 
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③広域拠点の都市機能誘導区域 

《樟葉駅周辺地区都市機能誘導区域(約 88ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は広域拠点として、周辺地域を含めた広域を対象とした大型の複合商業施設や

病院、図書館などの都市機能の維持と誘導を図ります。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所（園）、幼稚園（認定こども

園）、一定規模以上の商業施設、図書館及び文化施設を対象として設定します。 

 

図 樟葉駅周辺地区都市機能誘導区域 

 

《長尾駅周辺地区都市機能誘導区域(約 102ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は広域拠点として、周辺地域を含めた広域を対象とした商業施設（食料品）や

図書館などの都市機能の維持と誘導を図ります。さらに、長尾駅周辺地区においては、中

東部地域の拠点にふさわしい魅力あるまちづくりを計画的に推進します。 

これらを踏まえ、誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)、図書

館及び文化施設を対象として設定します。 

 

図 長尾駅周辺地区都市機能誘導区域  
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《枚方公園駅周辺地区都市機能誘導区域(約 39ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は広域観光交流拠点として、広域から多くの人が訪れるような魅力とにぎわい

を創出するとともに、周辺地域を含めた広域を対象とした病院や図書館などの都市機能の

維持と誘導を図ります。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)及び文化施設を対象とし

て設定します。 

 

図 枚方公園駅周辺地区都市機能誘導区域 

 

④地区拠点の都市機能誘導区域 

《牧野駅周辺地区都市機能誘導区域(約 118ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は地区拠点として、周辺エリアを対象とする都市機能の維持や充実を図るとと

もに、不足している医療サービスの確保を促進します。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)、幼稚園、図書館及び文

化施設を対象として設定します。 

 

図 牧野駅周辺地区都市機能誘導区域  
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《御殿山駅周辺地区都市機能誘導区域(約 113ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は地区拠点として、周辺エリアを対象とする病院、子ども・子育て支援施設な

どの都市機能の維持や充実を図ります。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)、幼稚園、図書館及び文

化施設を対象として設定します。 

 
図 御殿山駅周辺地区都市機能誘導区域 

 

《光善寺駅周辺地区都市機能誘導区域(面積：約 30ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は地区拠点として、周辺エリアを対象とする商業施設や子ども・子育て支援施

設などの都市機能の維持や充実を図ります。 

さらに、光善寺駅においては市街地再開発事業を進め、光善寺駅前広場などの整備に

よる交通結節点機能の強化やにぎわいとゆとりのある駅空間の形成を図るとともに、計画

的な土地の高度利用を促進します。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)、幼稚園、一定規模以上

の商業施設、図書館及び文化施設を対象として設定します。 

 
図 光善寺駅周辺地区都市機能誘導区域 
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《宮之阪駅周辺地区都市機能誘導区域(面積：約 64ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は隣接する枚方市駅周辺地区に立地する都市機能による生活サービスを受けつ

つ、地区拠点として周辺エリアを対象とする子ども・子育て支援施設などの都市機能の維

持や充実を図ります。 

誘導施設については、病院、保育所(園)、幼稚園を対象として設定します。 

 

図 宮之阪駅周辺地区都市機能誘導区域 

 

《津田駅周辺地区都市機能誘導区域(面積：約 69ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は地区拠点として、周辺エリアを対象とする病院、商業施設、子ども・子育て

支援施設などの都市機能の維持や充実を図ります。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)や一定規模を超える商業

施設を対象として設定します。 

 

図 津田駅周辺地区都市機能誘導区域 
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《香里ケ丘地区都市機能誘導区域(面積：約 71ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は地区拠点として、周辺エリアを対象とする病院、商業施設（食料品）、文化施

設などの都市機能の維持や充実などを図ります。 

さらに、香里団地の再生を促進し、子ども・子育て支援や教育文化などに関する都市

機能の充実を図ります。 

誘導施設については、病院、商業施設（食料品）、保育所(園)、幼稚園(認定こども

園)、一定規模以上の商業施設、図書館及び文化施設を対象として設定します。 

 

図 香里ケ丘地区都市機能誘導区域 

 

《北山地区都市機能誘導区域(面積：約 2ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は地区拠点として、周辺エリアを対象とする商業施設（食料品）の都市機能の

維持や充実を図ります。 

誘導施設については、商業施設（食料品）を対象として設定します。 

 

図 北山地区都市機能誘導区域 
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⑤その他 

《橋本駅周辺地区都市機能誘導区域(面積：約 11ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は、八幡市に立地する橋本駅による交通利便性を生かし、商業施設（食料品）

などの都市機能の維持や充実を図ります。さらに、八幡市立地適正化計画において橋本駅

周辺は都市機能誘導区域に定められており、八幡市が進める橋本駅周辺整備などの施策に

よる都市機能の誘導の取組と連携を図ります。 

これらを踏まえ、誘導施設については、商業施設（食料品）を対象として設定しま

す。なお、八幡市域における居住及び都市機能の立地状況、誘導施設の設定などを確認し

ながら、必要に応じて見直しを行います。 

 
図 橋本駅周辺地区都市機能誘導区域 

 

《香里園駅周辺地区都市機能誘導区域(面積：約 3ha)》 

○都市づくりの方向性 

本区域は、寝屋川市に立地する香里園駅による交通利便性を生かし、商業施設の都市機

能の充実を図ります。 

誘導施設については、病院を対象として誘導施設を設定します。なお、寝屋川市域にお

ける居住及び都市機能の立地状況、誘導施設の設定などを確認しながら、必要に応じて見

直しを行います。 

 
図 香里園駅周辺地区都市機能誘導区域 
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誘導施設の設定状況を都市機能誘導区域別にまとめると、次表のようになります。 

 

表 各都市機能誘導区域における誘導施設の設定 

種別 
都市機能 

誘導区域名 

生活サービスの都市機能 
都市の魅力や活力を 

高める都市機能 
行
政
サ
勖
ビ
ス
施
設 

医療 商業 
子ども・ 

子育て支援 
商業 

教育・文化 
施設 

病
院 

商
業
施
設 

协
食
料
品
卐 

保
育
所(

園)
 

幼
稚
園 

商
業
施
設 

协
食
料
品
以
外
卐 

図
書
館 

文
化
施
設 

広域中心拠点 
枚方市駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

広域拠点 

樟葉駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

長尾駅 
周辺地区 

○ ○ ○   ○ ○  

枚方公園駅 
周辺地区 

○※ ○ ○    ○  

地区拠点 

牧野駅 
周辺地区 

○※ ○ ○ ○  ○ ○  

御殿山駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○  ○ ○  

光善寺駅 
周辺地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

宮之阪駅 
周辺地区 

○  ○ ○     

津田駅 
周辺地区 

○ ○ ○  ○    

香里ヶ丘 
地区 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

北山 
地区 

 ○       

その他 

橋本駅 
周辺地区 

 ○       

香里園駅 
周辺地区 

○        

 

 

 

 

 

  

凡例 
○：都市機能誘導区域内において、機能の維持や新たに立地の促進を図る誘導施設 
※：立地していない施設 
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（３）建築物の届出に関する事項 

１）居住誘導区域外における届出に関する事項 

本計画区域内の居住誘導区域外における住宅開発などの動向を把握するため、以下の

居住誘導区域外で行われる一定規模以上の住宅に関する開発行為又は建築行為は、これら

の行為に着手する日の 30 日前までに、本市への届出が必要となります。 

 
 

２）都市機能誘導区域外における届出に関する事項 

都市機能誘導区域外における誘導施設の立地動向を把握するために、立地適正化計画

で定められた都市機能誘導区域ごとの誘導施設について、休廃止しようとする行為や、そ

の都市機能誘導区域外で誘導施設を有する建築物に関する開発行為又は建築行為は、これ

らの行為に着手する日の 30 日前までに、本市への届出が必要となります。 
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（４）居住及び都市機能に関する誘導施策について 

本市では、「枚方市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、これらの施策について

の取組を進めており、この総合戦略に記載された施策については、人口減少などに対応し、

本市が取り組むべき重要施策となっています。 

本計画においては、これらの施策を踏まえつつ、本計画の目標を達成するために必要と

なる居住及び都市機能に関する主要な施策の方向性を示します。 

 

 

１）各種方針に基づく主要な施策 

①快適で暮らしやすい都市づくり 

・誰もが快適で移動しやすい交通環境を形成するため、公共交通とそれを補完する多様な

移動手段による地域公共交通を維持し、骨格となる公共交通ネットワークの機能強化を

図るとともに、公共交通の利用の促進などを図ります。 

■総合交通計画に基づく取組の推進 

■道路や駅前広場の整備などによる交通結節点機能の強化 

■公共交通の利用促進や啓発 

 

・市内の自動車交通を円滑に処理し、バス路線における渋滞などの解消や生活道路への通

過交通の流入抑制などのために、都市計画道路の計画的な整備などの市内道路ネットワ

ークの維持と向上を図ります。 

■御殿山小倉線、中振交野線、牧野長尾線、長尾春日線、楠葉中宮線、枚方藤阪線な

どの市内道路ネットワークの整備 

 

・交通渋滞の緩和や安全な交通環境の確保などを図るため、京阪本線の寝屋川市駅から枚

方市駅間の鉄道を高架化する連続立体交差事業を促進するとともに、生活道路などの整

備・改善を図ります。 

■京阪本線(寝屋川市・枚方市)連続立体交差事業の促進 

■環境側道などの関連施設の整備 

 

・今後、増加することが見込まれる管理不良な空き家・空き地の発生抑制に向け、空き家・

空き地の適正管理及び利活用を促進します。 

■老朽化し危険な状態になっている特定空家等に対する措置 

■空き家の利活用を含めた対策計画に基づき、空き家・空き地の適正管理に関する施

策の推進 

■空き家を活用して若者世帯や子育て世帯の転入・定住促進を図る補助制度の普及 

 

・安全で良好な生活環境を確保するため、公共下水道（汚水）の整備に取り組みます。 

■地域の実状に応じた効果的な公共下水道（汚水）の整備 
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・良好な都市環境や景観の形成、防災力の向上などのために、身近なみどりの機能向上や

まちなか緑地の推進、農地の保全・活用に取り組みます。 

■市民の身近なみどりとして、地域ニーズの変化に応じて公園を充実させるための公

園の再生・再編・整備 

■道路沿道のみどりや河川沿いの自然巡回路の整備や充実 

■生態系の維持や田園景観の形成、洪水・内水氾濫の抑制など多様な機能を持ってい

る農地の保全、活用 

・秩序ある調和のとれたまちづくりを目的として、良好な居住環境の保全及び形成を図る

ために、民間開発などを通じた指導・誘導に取り組みます。 

 

②安全安心な都市づくり 

・日常生活においてだれもが安全で快適に移動できる歩行空間や自転車空間の整備に取り

組みます。 

■市内の主要道路や鉄道駅周辺などにおけるバリアフリー化の促進 

■主要鉄道駅や公共施設など、拠点となる施設をつなぐ路線における自転車通行空間

の整備 

■快適な歩行者空間の整備 

 

・大規模な地震や風水害などの災害発生時の被害の防止や軽減を図るため、建築物の耐震

化など、災害に強い都市づくりを進めます。 

■建築物の安全性に関する指導や助言など 

■民間の住宅・建築物の耐震診断、耐震改修などの促進 

■水道施設の計画的な耐震化及び緊急遮断弁の設置 

■下水道施設の計画的な耐震化 

■枚方市地域防災計画に基づく土砂災害予防対策などの推進 

 

・道路、橋梁、上下水道などの都市基盤の計画的な維持管理を図ります。 

■道路長寿命化修繕計画に基づく対象施設やその他道路施設の適切な維持管理 

■水道施設整備基本計画に基づく水道施設の適切な維持管理 

■下水道施設の計画的かつ効率的な維持管理と更新等 

 

・雨水排水施設の計画的な整備を進めるなど、浸水被害の軽減を図ります。 

■雨水排水施設の計画的な整備等 

■開発などの行為における雨水の処理に関する適切な指導 

■市が設置する公共・公益施設における雨水流出抑制施設を設けるなどの取組 

■枚方市地域防災計画に基づく水害予防対策の推進 
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③ 持続可能で活力ある都市づくり 

○市有財産の最適化や有効活用 

既存ストックの有効活用と都市機能の拡散防止を促進し、コンパクトな都市を実現化す

る考え方を基本とし、市有財産については以下の取組を位置付けます。 

・市が所有する公共施設の機能の見直しや、総量の最適化などを進めることを基本的な考

え方として、施設機能の統廃合や施設更新に合わせた合築などによる公共施設の複合機

能化を促進し、効率的で効果的な行政サービスの提供を図ります。 

・市街地開発事業や公共施設の整備改善を伴う誘導施設整備などの計画的な整備事業にお

いては、本市が所有する土地などを誘導施設に必要な用地などとして有効活用すること

について、個別で検討します。 

 

【具体的な事業】 

本市では、都市機能誘導区域内の誘導施設に対しては、市街地開発事業や公共施設の整

備改善を伴う誘導施設整備などの計画的な整備事業において、国の支援を受けて市が実施

する施策及び市が民間事業者に支援する施策を、個別に検討を行うこととします。 

 

○枚方市駅周辺再整備 

枚方市駅周辺地区は、１日当たりの乗降車人員が市内で最も多い枚方市駅や、その駅

前広場においては、市内各所に向かう複数の路線でバスが運行しているなど、本市の主

要な交通機能を担っている交通結節点が形成されており、こうした交通利便性の良さを

生かし、広域中心拠点の形成に取り組みます。 

また、令和２(2020)年１月に、民間事業者などが行う都市開発事業に対する様々な支

援策や規制緩和などが可能となる「都市再生緊急整備地域」に指定されたことを踏まえ、

制度を活用した民間活力の導入促進やまちの魅力と価値を継続して高めていくための

エリアマネジメントの仕組みづくりなどに取り組みます。 

こうした取組を具体化するために、「枚方市駅周辺再整備基本計画」(令和３年３月策

定、令和５年６月一部改訂)及び「枚方市新庁舎整備基本構想」(令和３年３月策定)に沿

って、市駅北側での「枚方市駅周辺地区第一種市街地再開発事業」に取り組み、商業・

業務・居住・行政機能や宿泊施設がオープンしたほか、北口駅前広場などの再整備が完

成しました。 

引き続き、市駅南側において土地区画整理事業等の事業手法を活用して、行政機能の

再編や土地の高度利用などにより、まちにゆとりを創出し、魅力とにぎわいのあるまち

の構築をめざします。 

 

〈取組詳細〉 

・枚方市駅（南口）駅前広場の整備と機能の拡充により、枚方市駅周辺の通過交通を

抑制し、安全・安心な歩行者空間の形成や交通動線の円滑化、公共交通の利便性の

向上を図ります。 

・土地区画整理事業や市街地再開発事業の事業手法を活用するほか、民間による共同

建て替えの促進により、老朽化した施設の更新や道路などの基盤整備を行い、広域
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中心拠点にふさわしい土地の高度利用とまちの防災・減災力の強化を図ります。 

・新庁舎整備については、現庁舎が抱える問題点の解消を図り、大規模災害時におけ

る高度な防災拠点としての機能を発揮するなど、将来にわたり継続して、効果的、

効率的に行政サービスを提供できるよう、具体化に向けた取組を進めていきます。 

・天野川においては、地域住民や環境保全の活動団体、関係機関などと連携し、ウォ

ーカブルなまちづくりに資する更なる活用に向けて取り組みます。 

 

○光善寺駅周辺整備 

京阪本線連続立体交差事業による鉄道施設の高架化とあわせ、組合施行の市街地再開

発事業による道路や駅前広場などの都市基盤の整備を促進し、交通結節点の機能強化を

図ります。 

また、駅前の土地の高度利用により、都市機能及び都市居住の誘導を行うとともに施

設建築物の不燃化などによる防災機能の向上を図ります。 

加えて、鉄道駅を中心としたコンパクト・プラス・ネットワークの形成による良好な

市街地環境の整備と地域の活性化を進めていきます。 

 

○村野駅周辺整備 

村野駅西地区では、交通利便性の高い立地を生かし、土地区画整理事業等により防災

機能などを向上させることで、既成市街地と一体となった良好で安全な市街地の形成を

促進します。 

また、村野東町地区では、隣接する交野市域の地区を含め土地区画整理事業等による

良好な市街地の形成を促進します。 

 

○長尾駅周辺のまちづくり 

  長尾駅周辺においては、第二京阪道路や整備中の新名神自動車道などの交通利便性の

高い立地を生かすとともに、無秩序な土地利用や耕作放棄地などの課題解消をめざし、

土地区画整理事業等により広域拠点にふさわしい商業や産業などの都市機能の誘導と

良好な居住環境の形成を計画的に推進します。 

 

○香里団地の再生 

香里ケ丘地区については、交通の要衝であるバス停「新香里」を中心としたバス交通

の利便性に支えられ、多くの居住者が生活するとともに、地域の中心機能を担う都市拠

点が形成されています。 

近年では、UR（独立行政法人都市再生機構）により、長期にわたり大規模な再生事業

が進められており、建替えされた団地への入居や団地跡地の売却に伴い実施されている

新たな住宅開発による居住誘導が進められているとともに、都市機能の更新や新たな施

設立地など、街全体のリニューアルが行われています。 

本市では、UR や多様な関係団体との連携により、良好な居住環境づくりを促進すると

ともに、医療、福祉、教育、文化などの都市機能の充実などを図ります。 
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２）各種制度の活用 

①税制上の特例措置や金融支援 

・市町村が立地適正化計画に定めた誘導施設を、都市機能誘導区域への立地を促進するた

め、事業用資産の買換特例や誘導すべき都市機能の整備の用に供する土地などを譲渡し

た場合の特例などの所得税や法人税、固定資産税、都市計画税などに関する税制上の特

例措置が設けられています。 

・一定の要件を満たす民間事業者の整備する都市機能誘導区域内の誘導施設の整備事業に

ついて国の支援制度が設けられているほか、民間都市開発推進機構による金融上の支援

措置が講じられています。 

 

②特定住宅整備事業者の都市計画提案 

・居住誘導区域内で、20 戸以上の住宅の整備に関する事業を行おうとする者が、本市に対

して都市再生特別措置法第 86 条に基づく都市計画の提案があった場合は、個別で検討

を行うこととします。 

 

③緩和制度を活用した都市拠点形成誘導ガイドライン 

・鉄道駅周辺等の都市拠点においては、都市機能の誘導や増進、耐震性の不足した老朽化

建築物の更新、滞留空間や歩行空間が乏しい市街地環境の改善など、より一層の拠点性

を高めていくための都市再生の取組を進めることが求められており、積極的な都市再生

に貢献する民間開発を誘導していくことを目的として、令和２(2020)年１月に「緩和制

度を活用した都市拠点形成誘導ガイドライン」を策定しました。 

・本ガイドラインでは、都市機能誘導区域などを対象区域として、高度利用地区や高度利

用型地区計画、特定用途誘導地区などの緩和制度の運用に関する本市の考え方を整理し、

予め示すことで、利便性や魅力の向上に資する民間主導の都市再生の取組を誘導し、都

市機能の増進や都市居住の誘導等を総合的に推進していきます。 
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